


『産学協同研究講座・部門』制度を創設、企業の拠点を大学に

新しいオープンイノベーション拠点を構築（COI、NCC、GaN研究コンソ、等）

費用の見える化（共同研究の適正対価）、『指定共同研究』制度を創設

本格的な産学連携
～大学が抱える課題と、ここ数年の名古屋大学の挑戦～

産学連携の仕組みと環境の整備・・・【企業の資金・人材を呼び込む環境】

インセンティブ付与（特許、産学連携間接収入など一定割合を研究者へ）

企業とのクロスアポイント制度(業務としての認定)、ベンチャーファンドの創設

産学連携に取り組む風潮が希薄・・・【評価処遇、マインドセット、博士人材の活用】

インセンティブ
付与、博士課
程学生雇用、
（人事制度）

大学が産学共創
プラットフォーム

を提供

『学術研究・産学官連携推進本部』を創設、産学連携の司令塔

プロジェクト管理・マネジメント・知財のためのURAの拡充・雇用無期化

営業秘密管理を実践（名古屋大学COIなど）

基礎～社会
実装まで
一貫して

マネジメント

企業出身
40名規模
のURA

「組織」的なマネジメント体制が未確立・・・【運営管理環境】
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学 術 研 究 ・ 産 学 官 連 携 推 進 本 部

組織改革により、企業経験者も多数受け入れ、「基礎から応用研究までシームレスに支援する環境」、
「知財サポートの強化」、「研究の企画の段階から企業の声を反映」の実現に向けた体制を構築（2014）

学術研究・産学官連携推進本部

総 長

・地域連携
・中小企業支援
・技術相談
・情報発信
・アウトリーチ活動 など

・理系支援（グリーン分野，ライフ分
野，ナノ分野，システム科学分野）

・文系分野支援
・科研費獲得支援
・大型プロジェクト支援 など

・特許など知的財産の創出支援・出願・
権利取得

・知財権のライセンス・譲渡などの技術
移転
・大学発ベンチャー創出支援
・共同研究契約書のレビュー など

・国際産学連携
・イノベーション人材育成
・社会人の再教育

（リーダー層，中堅技術者の育成）
・博士（後期課程），PDの就職支援

など

・戦略室の研究動向分析を踏まえた
実行計画の立案
・ＤＢの構築・統合・更新
・関係省庁との連絡調整
・各グループ間の連絡調整 など

イノベーション戦略室 研究担当理事

ITｂM事務室

研究支援課 産学官連携監研究協力部長

課長補佐：総括

高等研究院係 研究総務係博物館係 外部資金係
全学技術

センター担当

専門員：リスク担当

研究支援課長

地域連携・情報発信G プロジェクト推進G 知財・技術移転G 国際産学連携・人材育成G

本部会議

企画戦略G

・安全保障輸出管理
・利益相反マネジメント

安全保障輸出管理担当

戦略会議

副本部長 副本部長

総長補佐（研究推進担当）

・文科省担当
・学術研究担当

・経産省担当
・産業連携・地域支援担当

・学内調整担当
・産学・大学間連携担当
・Ｂ－ＪＩＮセンター長

副本部長

本部長：副総長執行部
総長補佐（研究推進担当）

総長補佐（産学官連携担当）

総長補佐（産学官連携担当）

総長補佐（産学官連携担当）

総長補佐（研究推進担当）

未来機構事務室社会連携係 産学官連携係

社会連携課長

課長補佐

社会連携課

産学連携担当理事
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4年間で2.2倍4年間で1.6倍

名古屋大学の受託研究、共同研究の推移

受託研究の
件数・受入金額 COI開始

共同研究の
件数・受入金額 産学協同研究

講座・部門制度
の創設
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出典：文部科学省「大学等における産学連携等
実施状況について」（H23年度-H27年度）

学術研究・産学官連携
推進本部の創設
（知財管理体制・戦略強化）

受入額（百万円）

出典：名古屋大学資料
（平成29年4月1日現在）

7

4

学生・ポスドク
が主に関与す
る設立が急増

起業支援（ベンチャー
ファンド、起業家教育）
を開始

4年間で
累計1.5倍

特許等収入、ベンチャー設立数の推移
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Society 5.0 を東海地区で具現化するための、

名古屋大学の改革の方向性

・新たな知の創出

・人材育成
‐優秀な人材の確保
‐世界水準の教育（学部・大学院）

・国際化・国際競争力強化

基本的な

ミッション

社会と連携

し、持続的な

発展に貢献

する

ミッション

・知の創出、高度人材育成、知的成果
の社会還元ができる公共経営組織体と
しての大学の構築

・組織的大学間連携による機能強化と
ミッションを踏まえた役割の明確化

- 国立大学のより踏み込んだ連携・組織体
‐TISS（Tech Innovation Smart Society）
構築の中核に

ミッション 対応するアクションプラン 方策と成果指標

・世界トップレベルの研究成果

・世界水準の教育（学部、大学院）

・国内外からの優秀な人材確保

・世界有数の研究大学（ランキング向上）

・知の創出、高度人材育成、成果を社会に還元
できる公共経営組織体としての体制構築
‐ガバナンス、組織、人事制度の改革
‐経営協議会の活性化・実質化（財務経営の諮問等）
‐社会（産業界等）との人材交流
‐外部意見の受け入れ・透明性の確保
‐さらなる財務経営・ガバナンス改革
‐組織対組織の産学連携のための諸制度

・社会の多様なニーズに応える人材育成
‐リカレント教育（学部、大学院）
‐学士から博士まで、多様な領域で必要とされる有能
な人材を育成

・東海国立大学機構の設置
‐地域全体への貢献、Society 5.0のモデル創成
‐各大学の機能の分担と拡大強化
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外部の意見として寄せられる社会の急速な変化により生
じた大学に対するニーズと、経緯・蓄積を踏まえた「学問
の府」としての大学のあり方の間に常に生ずる緊張関係
を踏まえて、不断に大学のあり方を見直していく



大学連合体

東海国立大学機構の創設、公私立大学との 連携

産業界

中部経済連合会
名古屋商工会議所、等

自治体

愛知県、岐阜県、三重
県、名古屋市、等

国及び地方機関
文科省、内閣府（CSTI)、経産省（中部経産局）、
厚労省（東海北陸厚生局）、総務省、国交省、等

次世代産業の育成
産業構造の革新

スタートアップ・
ベンチャー
企業支援

人材育成
産学共創教育
リカレント教育

人材獲得競争力
の強化（国内外）

海外展開力
の強化

本格的な
産学連携

地域未来
ビジョンの構築

Society 5.0の
地域モデル

名古屋大学NU-PRACTISS
Nagoya University’s Project to Renovate 
A City to Tech Innovation Smart Society

TOKAI
VISION

GNI
（Greater
Nagoya

Initiative)

中部経済
連合会
Action 
2020

Society 5.0
人づくり革命
生産性革命

名古屋大学を基幹とした大学連合
ー未来に向けた地域創生の核にー
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次世代モビリティー
（自動走行、３Dマップ、
コネクティッド・カー、等）

次世代航空機
材料・窒化ガリウム

クリーン環境技術
（脱炭素社会）

未来防災技術
（地域、産業、自然）

健康・医療・食
（スマートホスピタル、

e-ヘルスケア、農業、等）

次世代ものづくり
（スマート金型、精密加工、
プラズマナノ技術、等）東海地域を世界でも有数の

Tech Innovation Smart Society に！



世界屈指のマルチ・キャンパスを実現

● 強みに応じた各大学の拠点化、教育研究機能強化

● 公的資金・外部資金の獲得や産学連携における相乗効果

● キャンパスを超えた教職員の連携・流動性の確保

● 機構全体で、地域貢献から世界屈指の教育研究まで国立
大学が求められている機能を高いレベルで実現

A 大学

学長、役員会
教育研究評議会

経営協議会

機構本部役員会
(最高意思決定機関)

機構長、役員
（各大学の学長、理事、外部委員等）

B 大学

学長、役員会
教育研究評議会
経営協議会

C 大学

学長、役員会
教育研究評議会
経営協議会

D大学

学長、役員会
教育研究評議会
経営協議会

機構事務局

経営諮問会議
地域行政（知事、副知事等）

産業界（経済団体等）
官界（関係官庁等）

学界（機構外有識者等）

ICTで結ぶ
マルチ・キャンパスシステム

機構評議会
機構役員

各大学の教員代表

新たなマルチキャンパスシステム樹立による持続的発展

東海国立大学機構（Tokai National University System: TNUS) （仮称）
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